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№ 議案番号 議 案 の 題 名 概 要 所管課

1 議案第１号 専決処分の承認を求めることについて

（熊谷市税条例の一部を改正する条例の一部

を改正する条例）

①地方税における個人番号の取扱いの見直しに伴うもの

②公布の日から施行

市民税課

資産税課

2 議案第２号 専決処分の承認を求めることについて

（熊谷市国民健康保険税条例の一部を改正す

る条例の一部を改正する条例）

①地方税における個人番号の取扱いの見直しに伴うもの

②公布の日から施行

保険年金課

3 議案第３～１１

号

平成２８年度 熊谷市一般会計予算ほか 平成２８年度 一般会計予算、特別会計予算、水道事業会計予算 財政課

営業課

4 議案第１２号 平成２７年度 熊谷市一般会計補正予算（第

４号）

別紙参照 財政課

5 議案第１３号 平成２７年度 熊谷市国民健康保険特別会計

補正予算（第１号）

別紙参照 財政課

6 議案第１４号 熊谷市情報公開条例及び熊谷市個人情報保護

条例の一部を改正する条例

①「行政不服審査法」の全部改正に伴い、行政情報の公開の決定、自

己情報の開示の決定等に対する審査請求について、審理員による審

理手続の適用除外等を行うもの

②平成２８年４月１日から施行

庶務課

7 議案第１５号 熊谷市固定資産評価審査委員会条例の一部を

改正する条例

①「地方税法」の一部改正に伴い、固定資産税台帳に登録された価格

に係る審査の申出及び手続に関する規定の整備を行うもの

②平成２８年４月１日から施行

市民税課

8 議案第１６号 熊谷市議会の議員その他非常勤の職員の公務

災害補償等に関する条例の一部を改正する条

例

①「地方公務員災害補償法施行令」の一部改正に伴い、傷病補償年金

及び休業補償と障害厚生年金が併給される場合の調整率の改定を行

うもの

②平成２８年４月１日から施行

職員課

平成２８年３月定例会提出 予算・一般議案一覧
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9 議案第１７号 熊谷市一般職職員の給与に関する条例及び熊

谷市一般職の任期付職員の採用等に関する条

例の一部を改正する条例

①「地方公務員法」の一部改正に伴い、職員の職務を級ごとに分類す

る際の基準となるべき職務の内容等を定めるもの

②平成２８年４月１日から施行

職員課

10 議案第１８号 熊谷市手数料徴収条例の一部を改正する条例 ①既存住宅の増改築に係る長期優良住宅認定基準の追加に伴う長期優

良住宅建築等計画の認定審査に係る手数料等を新たに徴収するもの

ア 既存住宅の増改築に係る長期優良住宅建築等計画等の認定の申

請に対する審査に係る手数料の新設

イ 既存建築物の移転の認定の申請に対する審査に係る手数料の新設

ウ 建築物エネルギー消費性能向上計画等の認定の申請に対する審

査に係る手数料の新設

エ 不服申立てに係る提出書類等の写し等に係る手数料の新設

②平成２８年４月１日から施行

建築審査課

庶務課

11 議案第１９号 熊谷市こども医療費の助成に関する条例の一

部を改正する条例

①こども医療費の助成に係る対象年齢の拡大等を行うもの

②平成２９年１月１日から施行

こども課

12 議案第２０号 熊谷市人事行政の運営等の状況の公表に関す

る条例の一部を改正する条例

①「地方公務員法」の一部改正に伴い、職員の退職管理の状況を公表

の対象とする事項に加えるもの

②平成２８年４月１日から施行

職員課

13 議案第２１号 熊谷市国民健康保険税条例の一部を改正する

条例

①国民健康保険税の賦課限度額の見直しを行うもの

ア 医療給付費分 ５０万円 → ５１万円

イ 後期高齢者支援金等分 １４万円 → １６万円

ウ 介護納付金分 １２万円 → １４万円

②平成２８年４月１日から施行

保険年金課

14 議案第２２号 熊谷市火災予防条例の一部を改正する条例 ①「対象火気設備等の位置、構造及び管理並びに対象火気器具等の取

扱いに関する条例の制定に関する基準を定める省令」の一部改正に

伴い、グリドル付こんろ等に係る火災予防上安全な距離を定めるも

の

②平成２８年４月１日から施行

予防課
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15 議案第２３号 熊谷市消防団員の定員、任免、給与、服務等

に関する条例の一部を改正する条例

①非常勤消防団員の報酬額の改定を行うもの

②平成２８年４月１日から施行

警防課

16 議案第２４号 熊谷市建築審査会条例の一部を改正する条例 ①「建築基準法」の一部改正に伴い、熊谷市建築審査会の委員の任期

に関する規定の整備を行うもの

②平成２８年４月１日から施行

建築審査課

17 議案第２５号 熊谷市家庭的保育事業等の設備及び運営に関

する基準を定める条例の一部を改正する条例

①「家庭的保育事業等の設備及び運営に関する基準」の一部改正に伴

い、小規模保育事業所Ａ型及び保育所型事業所内保育事業所の職員

配置に係る特例を定めるもの

②平成２８年４月１日から施行

保育課

18 議案第２６号 熊谷市行政不服審査会条例 ①「行政不服審査法」の全部改正に伴い、熊谷市行政不服審査会の組

織及び運営に関し必要な事項を定めるもの

②平成２８年４月１日から施行

庶務課

19 議案第２７号 熊谷市消費生活センター条例 ①「消費者安全法」の一部改正に伴い、熊谷市消費生活センターの組

織及び運営並びに情報の安全管理に関し必要な事項を定めるもの

②平成２８年４月１日から施行

市民活動推

進課

20 議案第２８号 埼玉県市町村総合事務組合を組織する地方公

共団体の数の増加及び同組合の規約変更につ

いて

①草加八潮消防組合の加入及び皆野・長瀞上下水道組合の名称変更に

伴うもの

②平成２８年４月１日から施行

安心安全課

21 議案第２９号 市道路線の認定について 秩父鉄道の新駅の整備に伴う道路等の認定（３路線） 管理課

22 議案第３０号 市道路線の廃止について 秩父鉄道の新駅の整備に伴う市道路線等の廃止（６路線） 管理課



１　予算規模 （単位：千円）

(第4号)

(第1号) △ 8,892

△ 8,892

２　歳出補正予算の主なもの

（１）一 般 会 計

補 正 額 担 当 課

2 総 務 費 22,600 企画課

3 民 生 費 609,333
臨時福祉
給付金室

※１

10 教 育 費 中学校施設整備事業 154,000 教育総務課 ※２

※１及び２の事業については、予算を平成２８年度に繰り越して執行します。

※この他、地方創生加速化交付金対象事業として、27,910千円を３月補正予算に計上しています。

平成２８年２月２６日発表
担当課：財政課

平成２７年度３月市議会補正予算（案）の概要

会　　　　計　　　　区　　　　分 補 正 前 の 額 補　正　額 合　　計

一　般　会　計　補　正　予　算　 66,584,830 1,200,982 67,785,812

特
別
会
計

国民健康保険特別会計補正予算 25,125,647 25,116,755

そ の 他 の 特 別 会 計 7,784,353 0 7,784,353

特別会計の計（今回歳入歳出予算の補正は１会計） 32,910,000 32,901,108

水   道   事   業   会   計 6,820,000 0 6,820,000

一 般 会 計 及 び 特 別 会 計 の 計 99,494,830 1,192,090 100,686,920

合　　　　　計 106,314,830 1,192,090 107,506,920

款 事　　　　　　項 備　　　　　　　　　　考

　　　　担当者　総合政策部財政課　櫻井
　　　　連絡先　048-524-1111（内線241）

（単位：千円）

政策推進業務経費

昨年12月1日から、ふるさと納税のクレジット
カード決済を導入したことにより、寄附件数が
急増したため、ふるさと寄附特典発送委託等に
係る経費を増額する。

年金生活者等支援臨時
福祉給付金給付事業

国の補正予算に伴い、低所得の高齢者等を対象
に年金生活者等支援臨時福祉給付金を支給す
る。

耐震化が必要な市内７中学校屋内運動場の武道
場等の吊り天井について、国の交付金を活用し
改修工事を実施する。



１． 事業概要

２．

熊谷市
記者クラブ取材情報（予算関連）

【内容】
　ふるさと熊谷応援寄附金制度（ふるさと納税）に、平成27年12月1日から、ふるさと納税ポータル
サイト「ふるさとチョイス」を利用してクレジットカード決済を導入し、また、特典品を追加したと
ころ、寄附件数・寄附額の大幅な増加がみられました。
　特典品の発送を（株）まちづくり熊谷に委託しておりますが、寄附件数の増加に併せ、特典品発送
に係る委託料等を増額するものです。

【ふるさと納税の状況】
　平成27年4月～11月（8か月）寄附件数　146件　寄附額 1,671,000円
　平成27年12月（1か月）　　 寄附件数1,507件　寄附額42,552,000円
　平成28年 1月（1か月）  　 寄附件数　 86件　寄附額 2,080,000円

特徴やPRポイント
　12月にクレジットカード決済の導入と新たな特典品を追加したところ、12月の１か月で1,500件を

事業の名称等

政策推進業務経費

＜速報＞

平成２７年度３月補正予算（案）概要

平成２８年２月２６日発表

１

３． その他

※

担当者 　　担当

連絡先 　　内線℡０４８-５２４-１１１１ 528

　12月にクレジットカード決済の導入と新たな特典品を追加したところ、12月の１か月で1,500件を
超える寄附をいただきました。
　寄附目的では、特定の目的を指定しない「市全体を応援」する寄附に次いで、「ラグビータウン熊
谷の推進」に対しての寄附が多くありました。
　ラグビー日本代表の活躍もあり、ラグビーワールドカップ2019の開催都市となる本市に向けて、全
国から応援の寄附が集まっているものと考えております。
　特典品は、特に、市内に研究開発拠点のある家電メーカーの製品に人気がありました。
【特典品申込状況（12月寄附者）上位3品目】
　・アクア（株）　コトン（COTON ハンディ洗濯機） 804件
  ・(株）近江屋酒店  熊谷宿ビール10本セット　404件
　・アクア（株）　ラクーン（Racooon 空気で洗う洗濯機）131件

資料の有無（　　有　　・　　無　　）

総合政策部 企画課 　 権田 ・ 神田

１



１． 事業概要

熊谷市
記者クラブ取材情報（予算関連）

【概要】
　　賃金引上げの恩恵が及びにくい低所得の高齢者を対象とし、高齢者世帯の所得の底上げを図るととも
　に、社会保障・税一体改革の一環として平成29年度から実施される年金生活者支援給付金の前倒し的な
　位置づけとなることも踏まえ、また、平成28年前半の個人消費の下支えにも資するよう、対象者からの
　申請に基づき、対象者一人につき３万円を現金（原則として口座振込）により給付します。

【対象者】
　　平成27年度臨時福祉給付金の支給対象者(※)のうち、平成28年度中に65歳以上となる方で、本市の
　申請受付期間内に申請し要件を満たすことの確認ができた方。

   (※)平成27年度臨時福祉給付金支給対象者
　　平成27年度市区町村民税（均等割）が課税されない方。ただし、平成27年度市民税均等割が課税さ
　　れている方の扶養親族等となっている方、生活保護制度における被保護者、及び、支給決定前に亡
　　くなった方を除きます。

【経緯等】
　　「一億総活躍社会」の実現に向けて緊急に実施すべき対策の一つとして、低所得の高齢者を対象と
　した年金生活者等支援臨時福祉給付金の実施が平成27年12月18日付にて閣議決定、給付実施に要する

事業の名称

年金生活者等支援臨時福祉給付金給付事業

＜速報＞

平成２７年度３月補正予算（案）概要

平成２８年２月２６日発表

２．

３． その他

※

担当者 　　担当

連絡先 　　内線℡　048-524-1133（直） 587

　経費を含めた国の平成27年度補正予算が、国会における審議を経て平成28年1月20日成立。

特徴やPRポイント

【対象者数】
　　約19,000人（約15,000世帯）

【給付見込額】
　　570,000千円　＝対象者数約19,000人×30,000円/人

（参考）平成28年度臨時福祉給付金給付事業【平成28年度当初予算】

　低所得者の平成26年4月の消費税率引上げに伴う影響緩和のため、平成27年度に引き続き「臨時福祉給付
金（簡素な給付措置）」の給付を実施します。また、支給対象となる方のうち、平成28年4月又は同年5月
分の障害・遺族基礎年金を受給する方を対象とし「年金生活者等支援臨時福祉給付金」を併せて給付しま
す。

【対象者数】
　①H28臨時福祉給付金　　　　約39,000人（約25,000世帯）
　②年金生活者等支援臨時福祉給付金（障害・遺族基礎年金受給者向け）　 約1,100人
【給付見込額】
　①H28臨時福祉給付金　　　　117,000千円＝対象者数約39,000人× 3,000円/人
　②年金生活者等支援臨時福祉給付金（障害・遺族基礎年金受給者向け）
　　　　　　　　　　　　　　　33,000千円＝対象者数約 1,100人×30,000円/人

資料の有無（　　有　　・　　無　　）

福祉部 臨時福祉給付金室 森

連絡先 　　内線℡　048-524-1133（直） 587

２



１． 事業概要

熊谷市
記者クラブ取材情報（予算関連）

【目的】
　国から学校施設の非構造部材（吊り天井等）の耐震化について指導があり、それに伴い当事業に対
する国庫補助金（学校施設改善交付金）が追加内定されたことから、安全対策のため耐震化工事を行
います。

【内容】
　市内中学校の２階建て屋内運動場において、吊り天井のある７校（1階の天井）が、改修を要する
特定天井であるため、それに対して耐震化改修工事を行います。
　対象校は、熊谷東中、大原中、荒川中、玉井中、三尻中、妻沼西中、妻沼東中
工事内容としては、非構造部材である吊り天井の天井材を取り外すとともに撤去し、照明器具の蛍光
灯を高効率照明に付け替えるものです。
　
【経緯】
　東日本大震災において、学校施設の屋内運動場の天井材が全面的に崩落し、生徒が負傷するなどの
人身被害が生じたことから、改めて非構造部材の耐震対策が行われることとなりました。全国の公立
小中学校の構造体の耐震化の状況は平成２７年４月時点で９５.６％で、非構造物の吊り天井の耐震
化については７．７％です。

事業の名称等

中学校施設整備事業

＜速報＞

平成２７年度３月補正予算（案）概要

平成２８年２月２６日発表

３

２．

３． その他

※

担当者 　　担当

連絡先 　　内線℡048-524-1111 371

化については７．７％です。

特徴やPRポイント
学校施設の耐震化工事
　・校舎　　　　・・・平成２１年度完了
　・屋内運動場　・・・今年度３校、来年度３校（玉井小、男沼小、秦小予定）
　　　　　　　　　平成２９年度１校、新堀小　完了予定
　・非構造物（吊り天井）今回の３月補正により完了予定

資料の有無（　　有　　・　　無　　）

教育委員会 教育総務課 山下・宮澤

３


